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親の所得と大学教育機会

一関連の強さと変化に関する検証 一

近 藤 博 之

【要 旨 】

高等教 育の拡大 にともな.う教育財政の逼迫か ら,多 くの国で大学教育費の個 人負担が増大 している。 日本 の大学

も例外 ではな く,授 業料 と生活費を含めた大学教育の費用 は家計所得の伸 びを上回って上昇 している。 しか し文部

科学省の 「学生生活調査」 によると,所 得階層 に よる大学就学の機会格差 は全体 と して必ず しも広が ってい るわけ

ではない。本稿では,そ うした従来の傾向把握が どこ まで支持で きるかを,SSM調 査 とJGSS調 査のデータを用いて

検討 している。そ こでは,中 高年サ ンプルの所得状況 から若年サ ンプルの親の所得 を間接的に推計 し,各 調査時点

での親の予測所得 と子 の教育達成の関連 を吟味する という方法が採 られた。その結果,そ うした間接 的な推定が全

体のみならず内部の格差 についてもこれ までの トレン ド理解 と一致す る理解 をもたらすこ とが確認 された。さらに,

所得 水準 ごとの大学就学 の確率 を推定する ことに より,近 年 になるほ ど男女間の競合が進み,そ れが所得階層の影

響 を歪めている可能性のあるこ とが示 された。

1.本 稿 の 目的

高 等教 育 の拡 大 に と もな う教 育財 政 の逼 迫 か ら,1980年 代 以 降,多 くの 国 で大 学教 育費 の 個人 負担 が増

大 して い る(Eicher2000)。 家計 収 入 に応 じた授業 料 の減 額 や奨 学 金 に よる 直接 的 な援 助,あ る い は親 の

税負 担 の軽 減 とい った 間接 的 な措置 を通 して,そ れぞ れ に機 会の 平等 化が 図 られて い るが,所 得 の伸 びを

上 回 る教 育 費 の上昇 はいか に も低所 得層 に対 して 犠牲 を強い て い るかの ように映 り,各 々の 社会 の制 度 的

な文 脈 にお い て機 会不平 等 の拡 大が 懸念 され てい る。

日本 の 大学 も例 外 で はな く,国 公 立 大 学 の授 業料 は1982年 ～2002年 の期 間 に年 平均5.4%,私 立大 学 の

授 業料 は年平 均3,8%の 割 合で 上昇 して い る。 文部 科 学 省が 隔 年 で実 施 してい る 「学 生 生活 調 査」 の 結 果

か ら生 活費 を含 め た大学教 育費 用全 体 の動 きをみ て み る と,負 担 の もっ と も大 きい私 立大 学 下宿 生 でL65

倍(158.8万 円一261.4万円),負 担 の もっ と も小 さい国 立大 学 自宅 生で1.58倍(7L6万 円一112.9万円)と な り,

この 間の勤 労 者世 帯 の平均 可処 分所 得 の伸 び率L35倍 を大 き く上 回 ってい るのが 分 か る。 私 立大 学 下宿 生

の この負担 額 は1982年 の時 点 で平 均 可処 分 所得 の39.4%に 相 当 してい たが,2002年 には その割 合 が48.1%

に まで膨 らん でい るP。

こう した事情 を踏 まえ て,B本 で も大学 教 育の 費用 負担 が 実証 的 な観 点 か ら詳 しく検討 され てい る(樋

口1994,矢 野1994,1998,2001a)。 た だ し,教 育 費の 上昇 が もた ら した影 響 は就 学率 の 時系 列 的 な変 動 よ

りも,各 大 学 の学 生分 布 にお け る所得 階層 の 偏 りとい った形 で 問題 と され る こ とが 多 い。 これ は,日 本 で

は大学 教育 が すで に大 衆化 してお り学 歴差 よ り も学校 差 の方 が重 要 で ある との認 識 に よる もの だが,た し

か に 「学生 生 活調 査」 デ ー タか ら時系 列 的 な変化 を追 ってみ る と,所 得 階層 に よる就 学 率格 差 が広 が って

い る よ うに はみ えな い。 もちろ ん,そ の背 後 に は教育 熱 の高 い低 所得 層 の 家庭 が教 育費 の 重荷 に耐 え て子

ど もを進学 させて きた とい う事 実 が あ るが,格 差 傾 向が は っ き り しな いの は従 来 の検 討 方法 に も若 干 の原

因 を指摘 す る ことで きる。 そ こで 筆者 は新 たな検 討方 法 を用 い て,1990年 代 後 半 にな り家庭 の経 済状 態 に

よ る就 学率 の格 差 が再 び広 が りつ つあ る との結 論 を導 い たの であ っ た(近 藤2001,2002)。 「学 生生 活調査 」

デー タ を用 い た大 学就 学率 の推 計 につ い ては,本 稿の 付録 を参照 してい ただ きた い。

さて,2000年 以 降の デ ー タを補 充 して改 め て長 期傾 向 を点 検 して み る と,所 得 階層 に よる格差 は必 ず し

も直線 的 に広が って い る わ けで は な く,全 体 と して は 長期 縮 小 傾 向 に従 って い 為の が 明 らか とな る(図

A3,図A5,図A6)。 教 育 費 用 の高 騰 に もか か わ らず 所得 階 層 に よる格 差 が縮 小 して い る とす る この結 果
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は意 外 な もので あ るが,外 国 に もそ う した報 告例 が 存在 す るの でデ ー タの偏 りとも限 らな い。 ただ し,現

在で も少 な か らぬ格差 を残 して い るの は確 かで あ り(と りわけ 女子 の格差 は四半 世紀 前 の男子 の水 準 にあ

る),短 期的 には 一部 の所 得 階層 が状 態 を悪 化 させ た り,あ るい はそ れ を改善 した りとい っ た変化 が 認 め

られ る。 この よ うな全 体 的傾 向 を事 実 と して押 さえ,内 部 の動 きを整 合 的 に解 釈 してい くには一 つ の資料

源 に頼 って いた だけ では無 理 で あ り,も っ と多 くめ情 報 を積 極 的 に利 用 す る必 要 が ある。 機 会の平 等 ・不

平 等 とい うデ リケー トな 問題 であ れ ば こそ相 互比 較 を可 能 とす るた くさんの情 報 を手 にす るこ とが望 ま し

い といえ るQ

本稿 で の取 り組 み は,こ う した観 点 か ら大学 教 育機 会 につ い て新 たな資 料 開拓 を図 るの をね らい と して

い る。 具体 的 に は,全 国規 模 の繰 り返 し調 査 に注 目 し,そ の デ ー タか ら大 卒者 の 親 の所得 を間接 的 に推計

す る こ とを通 して,こ れ まで把握 され た傾 向が どこ まで 支持 で きるか につい て検 討 してみ る 。市 川(2001)

が 説得 的 に論 じてい る よ うに,今 後 の 日本 にお いて教 育財 政 が好 転 して い く見 通 しはほ とん どない とい っ

て よいだ ろ う。 それ ゆえ,こ とあ る ご とに教育 機 会 の問題 が 浮上 し,そ れぞ れ の立場 か らさま ざ まな議論

が 交 わ されて い くに違 い ない。 そ う した ときに 中身 のあ る議論 を組 み立 てい くには,実 証 デ ー タに裏付 け

られ た確 ⇒・な洞 察 が必 要不 可 欠 とな る。 その ため に は,時 宜 に適 った調査 を企 画 ・実 施す る とと もに,普

段 か ら既存 の デ ー タを有効 に活 用 して実証 研究 の厚 み を増 してお くこ とが 重 要 とな る。本 稿が 目指 してい

るの は後者 の課 題へ の 貢献 であ る。

2.予 測所得からのアプローチ

親 の所 得 と子 の進 学状 況 を同 時 に調 べ るの はパ ネル状 況 を必 要 とす るの で,も とも と利 用で きるデ ー タ

は限 られて い る。 しか し,工 夫 の余 地 が ない わけで は な い。実 際,親 と子 の所 得 を同 時 に把 握 す るの は も

っ と難 しい はず なの に,計 量経 済学 者 た ちは1990年 代 に な ってか ら世代 間 所得 移動 を盛 ん に計 測 し,多 く

の論 文 を生 産 して い る 。 そ う した研 究 で デ ー:タの不 足 を補 う の に しば しば利 用 され てい る方 法 にTSIV

(Two-SampieInstrumentalVariables)法 が あ る。 それ は,被 説 明 変数yに 対 す る説明 変 数Xの 真 の効 果 を,

操 作 変 数Zを 用 い て よ り正 確 に推 定 しよ う とす る と きに必 要 とな る2つ の構 成 素(ZXとzyの 共分 散)を

別 々のサ ンプル か ら得 て くる もので,デ ー タ制約 が緩 和 され る ことか ら通常 の調 査 デ ー タで も所 得 移動 の

検 討 が可 能 とな る メ リ ッ トが あ る2)。

そ う した研 究 の延 長線 上 で,最 近,カ ナ ダの経 済 学 者 た ちはTSIV法 に似 た方 法 を親 の所 得 と子 の教 育

達 成 の関係 に転 用 し,近 年 の カナ ダで は出 身家庭 に よる就学 率 の差 が縮 まって い る との興味 深 い報告 を行

って い る(Coraketal.2003)。 彼 らの行 っ た検討 は,本 稿 の問 題 関心 と も重 な ってい る。 も と もと資 料 が

不 足 し,教 育 機会 の格 差 が広 が って い るの か縮 まって いる のか判 然 と しな い状 況 で あれ ば,彼 らが 「新奇

なや り方(novelway)」 と呼 ぶそ の方 法 を,日 本 の デ ー タに適 用 して み る価値 は 大い にあ る とい え る だろ

う。

まず,方 法 の概 略 に つい て説明 す る。 最終 的 に,彼 らは つ ぎの回 帰式 か ら高等 教育 進 学 に対 す る所 得弾

力 性 を推 定 し,1990年 代 に は βの値 が かな り上昇 した もの の,最 新 の デー タで は蓋980年代 よ りもむ しろ低

い水準 に低 下 した とす るパ ター ンを確 認 して い る。

考=α+β 卑,+ε 、 (1)

若 は進学 した な ら1,そ うで なけ れば0の ダ ミー変 数,X,は 親の 所得 の対 数,ε,は 誤 差 を表 わ して い る。

2値 の被 説明 変 数 に対 して,プ ロ ビ ッ ト ・モ デル や ロ ジ ッ ト ・モ デル で はな く線 形確 率 モ デル が 当て は め

られ たの は,著 者 た ちに よる と2つ の変 数 の関連 が β に よって単 純 明快 に要約 され るか らであ る。 た しか

に,全 体 の傾 向 を要約 的 に捉 え るの が 目的 であ れ ば このモ デル に不 都 合 はな く3),今 日の時代 状 況 を踏 ま

えた タイム リー な分 析 が な され て い る とみ なす ことが で きる。

た だ し,彼 らが デ ー タと して 用 いたGSS(Genera且S㏄ialSurvey)に は変 数yに つ いて の情報 はあ る もの
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の,変 数Xに つ いて の情 報 は含 まれ てい ない 。通 常 の社 会調査 の 形式 で対 象 者 に親 の所得 を尋 ね て も確 か

な情 報が 得 られ る見 込 み は低 いだ ろ う。 ま してや 回顧 デ ー タの分析 で,そ う した曖 昧 な情 報 に重 要 な役 割

を与 え る ことは で きな い。 しか し,親 の教育 や 職業 につい て は回顧 デー タで も信頼 で きる情 報 が得 られ て

い る可能 性が 高 い。 社 会学 の階 層研 究が 所得 で は な く親 の教 育 や職 業 にこだ わ って きた理 由 もま:さし くそ

こにあ る(Hauser㎝dWaπen藍997)。 そ こで,彼 らは つ ぎの ① ～③ の手続 きか らな る代 替 的 な アプ ローチ

を採 用 し,上 の式 の検 討 に赴 い てい る。

①GSS調 査 の中 高年 サ ンプル を親世代 の代 表 とみ な し,本 人の教 育(Zl)と 職業(Z2)を 説 明変 数 とす

るつ ぎの所 得 関数 を推 計 す る。

・¥,ニ γo+γ 聖Zl,+γ2Z2,+μf (2)

② 上で 得 られ た γを,同 じGSS調 査 の若 年 サ ンプル が報 告 して い る親 の教育 と職業 の情 報 に当て は め,

彼 ら自身 の親 の所得 を予測 す る。

③ 予 測所 得 κを用 いて先 の 式(Dの βを推 定 す る。

行列 を用い た代 数式 で この 過程 を表現 す る と,β の推 定値 は つ ぎの よ うに書 くこ とが で きる。添 字1は

若 年サ ンプル,添 字nは 中高 年サ ンプル を表 わ して いる4}。

β=げ7∫Z、 ゴ》)一1づ》乞∫}り

=【 κ11Z11(ZみZ〃)　 墨ZIZ1(ZみZ〃}一IZみ κ 〃】λ「再Z〃(ZみZ〃)　 IZI}} (3)

操 作 変数 法 の観点 か らす る と,父 親 の教 育 や職 業が(父 親 の所得 を介 さず に)子 の教 育達 成 に直接 的 に

影響 を及 ぼす可 能性 を否定 で きないの で,こ の方 法 は明 らか に不 完全 な もの で ある。 よって,β の推 定値

は上 方へ の 偏 りを免 れ な いだ ろ う。 しか し,β その もの の大 きさで は な く,こ こで の よ うに時点 問 の変化

を捉 える のが 目的で あ れ ば,比 較 の 条件 を可能 な限 り同 じにす る ことで,そ め 欠点 は 薄め られ る。 また,

実際 に観 察 され た所 得 で はな く予測 所得 を用 い る こ とについ て は,世 代 間所得 移動 研 究 の文脈 で,短 期 の.

変動 的 な(transitoly)所 得 で は な く長 期 の安 定 的な(pe㎜anent)所 得 に対 応 す るので か え って好 ま しい と

の理 屈 が与 え られ てい る。 実際,一 時 点で 測定 され た所得 を用 いる と世代 間 所得 移動 が 大 き くな り,複 数

の時 点 で均 せ ば非 移動 率 が 高 まって い くこ とが知 られ て い る(Solon1992,Zimme㎜an1992)。 貯 蓄 に よ

って子 どもの進 学 に備 え るのが 一般 的 であ る の を考 えれ ば,教 育達 成 の場 合 もそれ と同 じこ とが い える だ

ろ う。

3.比 較の条件をそろえる

本 稿 で分 析 に用 い るの は,1975年,1985年,1995年 のSSM調 査 デ ー タ と2000年 及 び2001年 のJGSS調 査

デ ー タであ る。 サ ンプル 数の 釣 り合 い か ら,こ こで は2つ のJGSS調 査 を合併 して用 い る こ とにす る(記 述

の便 宜上,.2つ のJGSS調 査 を合 併 した もの を2000JGSSと 表 わす)。 これ らの デ ー タは,調 査 内 容 や コー ド

体系 が類 似 して い るの で時 点 問 の変 化 を見 るの に都 合 が よい 。 また 各 々 の 調査 デ ー タ を若 年サ ンプ ル

(20-25才)と 中高 年 サ ン プル(45-59才)に 分 けて 比較 す る と,表11に 示 す よ うに 中高 年舟 ンプ ル にお け

る本 人の 特徴 と若年 サ ン プル にお ける親 の特 徴 が まず まず似 て い る こ とが確 認 で きる。
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表1デ ー タの 比 較(A:45-59才 層 の 本 人 の 特 徴/B:20-25才 層 の 親 の 特 徴)

1975SSM !985SSM 1995SSM 2000JGSS

AB AB AB AB

年齢 50.9才 一 5L7才54.0才 5L3才53.4才 52.1才?

義務卒 59.2%69,5% 45.0%39.8% 28.4%28.5% 20.3%20.6%

中等卒 25.6%18.0% 37,4%39.1% 49.2%43.8% 49.8%48.2%

高等卒 15」%12.5% 17.7%21.4% 22.4%27.7% 30.0%3L2%

常雇 49.4%46.9% 62.2%56.5% 63.7%67.8% 69.9%69.7%
、

専門管理 23.1%15.5% 24.0%24.0% 2L4%2L5% 19.6%19.6%

事務販売 19.3%189% 22.8%20.9% 31.0%31.2% 32.0%28。2%

マ ニュアル 57.6%65.6% 53.3%55.1% 47.6%47.4% 485%52.2%

噂

η 680378 726366 815440 670419

な お,子 世代 を代 表 す る若年 サ ンプル を20～25才 と した の は,い ず れの デー タも(調 査 上 の制 約 に よ り)

20才 以 上 のサ ンプル しか 含 んで い ない こ と,ま た これ よ りも高 い年齢 層 を含 め る と分析 の対 象 時点 が ぼや

けて しま うこ とに よる。他 方,親 世代 を代 表 す る中 高年 サ ンプル は45～59才 と して い る。 この 設定 は,子

世代 サ ンプル の年 齢 が少 し高 め であ る こ と と,大 学 進学状 況 を検 討 す る場合 に50代 後半 を含 め な い とやや

不 正確 な像 が もた ら される 可 能性 が あ る こ とに よる。1985年 と1995年 のSSM調 査で 実際 に対 象 者 の親 の年

齢 を尋 ね てい る ので,そ の情 報 か ら確 か めて み る と,20～25才 層 の 親の 実年 齢 の約88%が この 年齢 層 に含

まれ る こ とが分 か る。 ちなみ にCorakら は,子 世代 を18～24才,親 世代 を40～60才 と し,こ こでの 設定 よ

りもい くぶん広 めに して いる 。

つ ぎに,所 得 につ い て比 較 の条 件 を そ ろえ る必 要 が あ る。SSM調 査 は税 込 み 年 間個 人収 入,JGSS調 査

は税込 み 年間勤 労 収 入 を測 定 してい るが,デ ー タ上 の実 質 的 な違 いは ほ とん どな い とみて よいだ ろ う。 こ

こで は,こ れ らの所得 デ ー タに対 してつ ぎの操 作 を施 してい る。

1① 藍995年を100と す る消 費者 物 価指 数 で各 調査 年 の 収 入階級 の区分 点 を調整 し
,イ ンフ レーシ ョンの影

響 を除去 した。

② 階級 数 と度 数分 布 をで きるだ けそ ろ えるた め に,豆995年 の 収 入分布 を基 準 と して,他 の年 度 の分布 も

可 能 な限 りそ れ に近 づ くよ うに 区分 を見 直 した。 ち なみ に,も と もとの 階級 数 は,1975SSMが21,

1985SSMが36,1995SSMが17,2000JGSSが19で あ る。容 易 に想像 が つ く よう に階級 数 が違 えば 回帰

分 析 の 結 果 も異 な っ て くる 。 こ こ で の 意 図 は,』階 級 の 区分 を調 整 す る こ とで,各 々 の デ ー タ を

1995SSMの 形 式 で調査 した な らば得 られ たで あ ろ う結 果 に移 し替 え る こ とにあ る。

③ 上 でつ くられ た14～16個 の新 しい階 級 区分 を もと に,各 々 のサ ンプル に収 入 階級 の中央 値 を与 えた。

なお,選 択 肢 の 上限 を越 え る高額 収 入 につ いて は,本 人の 申告 が あ る場 合 は その額 を,そ れが 不 明 の

場 合 は判 明者 の平均 値 を与 えて い る。他 方,下 限 につ いて は,1975SSMで 「収 入 な し」 が 区 別 され て

い ない問 題 が あ る。 そ こで,す べ て の年 度 の調査 デ ー タで条 件 を 同 じにす るた め に,「 収 入 な し」 と

「最 低 カ テ ゴ リー」 を合 併 し,後 者 の 階級 中央 値 を一律 に与 える こ とに した。

他 方,教 育 と職 業 はつ ぎの ように扱 ってい る。 まず,教 育 につい て は本 人 ・父親 と も戦前 の 教育 体系 を

区 別 した学 校分 類 を用 い,そ れ ぞれ に標準 的 な教 育 年数 を割 り当て て い る。 職 業 は,1995年SSM調 査 の職

業分 類(国 勢調 査小 項 目 レベ ル に対 応)で 統 一 し,各 カテ ゴ リー を ダ ミー変 数 と して扱 うこ とに した。 分
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析 に使 用 した職 業 カテ ゴ リー数 は全 部 で142個 で あ る 。推計 に1まで きるだ け多 くのサ ンプル 数 を確保 す る

のが 望 ま しいの で,所 得 関 数の推 計 はす べ ての デ ー タを合併 して行 うこ とに した。 したが って,こ の期 間

の職 業 別の所 得状 況 は相 対 的 に同 じで あ った と仮定 してい る こ とにな る(調 査 年 を変数 と して 区別 してい

るの で 平均 は異 なる)。 なお,父 親 に つ いて教 育 と職 業 の情 報 が 欠落 して いる ケ ース が僅 か なが ら存 在 す

る。 これ につい て はサ ン プル数 をで きるだ け減 ら さな い方針 か ら,学 歴 不 明の場 合 は 欠損 デ ー タとせず に

全体 の平均 年 数 を与 え る こ とに した 。 しか し,職 業 が不 明 の場 合 に同様 の操 作 をす る と予測 所得 の分 布 を

大 き く歪 め て しまう ことが 明 らか とな った ので,教 育達 成 の分析 で は不 明 ケ ース と して除外 す る こ とに し

た。

4分 析の結果

4.1所 得 関 数 の 推 計 、

親世 代 を代表 す る 中高年 の サ ンプ ルで本 人の対 数所 得 を教 育年 数 に 回帰 させ た結 果が つ ぎの表2で あ る。

モ デ ル(1)～(4)は 各年 度 の デー タを個 別 に検 討 した もの,モ デ ル(5)～(7)は それ らをプー ル して

検 討 した ときの結 果で あ る。

この式 は,Mlncer(1974)の 学校教 育モ デ ル(賃 金 差が 学校 教 育 に よって のみ もた ら され,経 験年 数 に

関わ らず 一律 で あ る)に 対 応 してお り,回 帰係 数bは 教 育投 資 の収益 率 を表 わ してい る とみ なす こ とが で

きる。通 常 の 回帰式 の意味 に即 して,b×100を1年 の追 加教 育 に対 す る所 得 の パ ーセ ン ト増 と解 釈 して も

よい。 こ こで は年 齢 や経験 年 数 を考慮 して いな いが,対 象 を中高 年層 に限定 してい る ので年 齢 の影響 は小

さ く,こ の単純 な式 に もあ る程度 の リア リテ ィを認 め る こ とが で きる5)。 表 か らは,最 近 のデ ー タで教 育

投 資 の効 果 が やや 低 下 して い る もの の,1975SSM～1995SSMで は0」前 後 と非 常 に安 定 して いた様 子 が う

かが え る。(β)は 標準 化 回帰 係 数 を求 めた もの で,教 育 と所 得 の いわ ば相 関係 数 に相 当す る。 そ の値 も,

03～0.4で 安定 して いる。 モ デ ル(6)の 結 果 か らも,所 得 に対 す る教 育 効果 の 変化 は小 さい とみて よいだ

ろ う。

表2所 得 関 数 の 推 計1nσ0;α+か ∫(+Σ γ・Occ)

モア ル (1)(2)(3)(4)

1975SSMl985SSMl995SSM2000JGSS

(5)(6)(7)

1975SSM-2000JGSS

α4.865**

う0.103*ホ

(β)(0.356)

85〃5

95175

00175

85175× う

95〃5× 西

00/75× δ

γ

4.911**5.040**

0.106*傘.0.106**

(0.390)、(0,363)

5.269*ホ

α087**

(0.333)

4.883**

0.102**

(0383)

0,076*

0.214林

0,207**

4865嚇

0ビ103**

(0.390)

0.045

0.174

α404*

0。003

0.003

-0 .016

4.413**

0.051**

(0.193)

α129**

0.300**

0.351**

(省略)

　R

F

〃

0.127

696

0.152

738

0.132

819

0.111

693

0.1970.1980.385

180.890ホ*103.678**11.998**

2946 2946 2946

**ρ く0
.OI,*ρ く0.05



6 近 藤 博 之

教 育 を投 資 の観 点 か ら と らえた場 合,こ の値が 小 さけれ ば家庭 の経 済 力 に よる教育 機 会の 格差 は それ ほ

ど重 要 な問題 とはみ な され ない か も しれな い。世 代 間の所 得 移動 に教 育 が 関与 して い る可能性 が 小 さい か

らで あ る。職 業 に就 い てか らの本 人 の努 力 や経 験,そ れ に運 とい った要 素が 強 けれ ば,そ れ まで の家 庭や

学 校 の特徴 は所 得 に対 して それ ほ ど大 きな影響 を与 え ない だろ う。教 育 に投資 した として も期 待外 れ とな

る可能 性 が高 く,そ の よ うな状 況 で教 育楼 会 の格 差 が議論 され る こ とはほ とん どな い。 よ って,1980年 代

以 降,多 くの 国で 教育 機 会の格 差 が世 間 の関心 を集 め て きた とい う事 実 は,明 らか に この間 の教 育投 資の

収 益率 が十 分 に大 きか った こ とを物 語 って い るの であ る6)。

さ らに,モ デル(7)で 職 業 ダ ミー変 数 を投 入 す る と式 全 体 の説 明力 が倍 増 す る。 もち ろん,そ れ は教

育 とは無 関係 の職 業独 自の効果 が 付 け加 わ った ため であ る。分 散 比 に よる検討 か ら も,職 業 ダ ミー変 数 を

追 加 した モデ ルが 有意 で あ る こ とが確 認 で きる7}。 な お,こ の モ デル で教 育年 数 の効 果が 半減 してい る こ

とか ら,所 得 に対す る効 果 の半分 が 具体 的 な職 業 を通 した 間接 効 果 に よって 実現 して い る こ とが分 か る。

教 育 が 有利 な就 職 に結 び つ き,そ れ に よ って 高収 入 が得 られ て い る とい っ た関 連 で あ る。 そ れ は教 育 の

「就 職 効 果」 とみ な して よい だ ろ う。 そ う した間接 化 の程 度 は,職 業 大分 類 で類 似 の検討 を行 っ た矢野 ・

島(2000>の 分 析 よ りも,職 業 小分 類 を用 いた ここで の分析 結 果 の方が ず っ と大 き くなっ てい る。 ・

このモ デ ル(7)の 結 果か ら,予 測所 得 を導 くため め情 報 が引 き出 され る。 す で に説 明 した よう に,教

育 年 数 と職 業 ダ ミーの 回帰 係 数 を子 世 代 サ ンプ ルが 報告 して い る 父親 の情 報 に結 び付 け て 親 の予 測所 得

を作 る わ け だが,そ の操 作 は階層 研 究 の 文脈 でい う と,所 得 を外 的 基 準 と して 社 会経 済 的 地位 尺度 をつ

くる こ とに等 しい。 実 際,国 際 比較 研 究 で しば しば 用 い られ て い る 「標準 国際 社 会経 済 的職 業 地位 尺 度

(ISEI)」8)は,本 稿 の 分析 と同様 に教 育 年数 と職 業 ダ ミー変 数 か ら所 得 関 数 を推計 し(年 齢 を統 制変 数

に含 む),所 得 に対 す る教 育 の直接 効 果 をで きる だ け小 さ く,反 対 に職 業 を通 じた 間接 効 果 は で きる だ け

大 き くな る よう に調 整 し直 した もので あ る(Ganzeboom,Treiman,andLeeuwlgg3)。

さらに,そ う して作 られ た地 位 尺度(予 測所 得)は 現 在 の労 働 市場 か ら情報 を得 て い るので,入 々 の職

業評 価(文 化的 要 素 を含 む)か らつ くられた 職 業威 信 尺度 よ りも短期 の変 化 を よ り敏感 に捉 えて い る とみ

な す こ とが で きる。 そ れは 、 こ こでの 課題 の よ うに時代 を特定 して親 の所 得の 影響 をみ よ うとす る と きに

都 合の よい性 質 で あ る とい え る。 ちな み に,所 得 関数 にお け る職 業 ダ ミーの 回帰係 数 と職 業威信 尺 度 との

相 関 は,1975年 版 職 業威 信 ス コア との 間 で0.45,1995年 版 職 業威 信 ス コア との 間 で0.52と な る9)。 また,

全 サ ンプル に予 測所 得 と職 業威 信 尺度(1975年 版 と1995年 版 の 平均)を 割 り当 て て相 関係 数 を求 めた場 合

は0.51と な る。 そ れぞ れ の尺 度 が測 定 して い る内容 は明 らか に異 な って い る とい え るだ ろ う。 こ こで は,

予測 所得 を市 場 か ら引 き出 され た家庭 の経 済 力 を捉 えた もの と解 釈 して お くこ とにす る。

4.2進 学 動 向 の 分 析

以 上 の手続 きか ら得 られ た父 親の 予測 所得 を説明 変 数 と して20～25才 層 の 実 際 の進学 結果 を検 討 したの

が表3で あ る。 こ こに至 る まで の方 法 は複雑 だ が,結 果 は いた って シ ンプルで あ る。参 考 まで に,Corakら

の分 析結 果 も表4に 示 して お こ う。2つ の表 を比 較 す る と,大 変 よ く似 てい るの が分 か る。 もっ とも,カ ナ

ダの場 合 は中等 後教 育全 体 よ りも大学教 育 の方 で 回帰係 数 の値 が大 き くなって お り,そ の点 が 日本 とは逆

で ある。 進学 の経 済 的 なハ ー ドルが カナ ダの場 合 は大学 で やや 高 く,日 本 の場 合 は短大 を含 む 中等 後進 学

で やや高 い(女 子 に限 られ るが)と い う ことに な る。

さて,表3に よる と男 女 と も1995SSMで 所 得 の効 果が 減少 し,2000JGSSで 再 び元 の水準 に復 帰 す る とい

う興味 深 い パ ター ン を示 してい る。20～25才 層 の結果 であ るの で,.前 者 は1980年 代 末 か ら1990年 代前 半 の

状 況,後 者 は1990年 代 中頃 以 降ρ 進学 状 況 を反 映 してい る とみ て よい だ ろ う。 「学 生 生活 調査 」 か ら把握

された長期 的な傾 向(付 録)も,1980年 代 か ら1990年 代 前半 まで は差が抑 え られ,1990年 代 後半 にな り低

所 得層 を中心 に差 が再 び広 が りだす とい う もの な ので,そ の動 きと符合 す る結 果 にな って いる。 サ ンプル

数 が小 さい ので頼 りな い面 はあ るが,こ れ まで の理解 とも一致 す る推 移 が捉 え られて いる とみ なす こ とが

で きる。

お お よそ の傾 向が 一致 してい る と して,そ れ では そ の中 身 を どう解 釈 した ら よい だ ろ うか。解 釈 の手掛
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表3大 学 進学 に対 す る親所 得 の効果 γ=α+かln(濁 日本

大学 大 学 ・短大

切 片α 効 果6 R2 切 片α 効果わ R2

1全 体

1985SSM

1995SSM

2000JGSS

2男 子

1975SSM

1985SSM

藍995SSM

2000JGSS

2女 子

1985SSM

1995SSM

2000JGSS

一2.11

-L46

.L7豆

一2 .37

-251

-L17

-2 。21

一L67

-L89

.L33

0.401

0.273

0.321

0.460

0.486

0.244

0.409

0.300

0.324

025】

0.112

0.042

α069

0.152

0.140

0.029

0,101

0.111

0.076

0.048

一2 .11

-1 .94

-2 .05

一2.27

-2 .41

-L42

-1 .95

一L73

-2.45

-2 .07

0.421

0374

0.409

0.451

0.474

0.293

0.385

0.351

α452

0.421

0.112

0.064

0.101

0.136

0.132

0.041

0.085

0.088

0.090

0.115

327

381

409

356

202

179

200

124

201

208「

注)回 帰 係 数 は,{1995SSM,全 体,.大 学}を 除 い て,危 険 率5%で 有 意 。

.表4中 等後進学に対する親所得の効果 カナダ

University PostSecondary

1・・・…p・.'惚 器s・2 1・…cep・1惚 溜s.・2

Sample

size

星.Tota1

1986GSS

1994GSS

2001GSS

2.Men.

1986GSS

1994GSS

2001GSS

3.Women

l986GSS

1994GSS

2001GSS

一2 .85 、

一3.85

-2.42

一3 .07

-3 .60

-2 .67

一2 .61

-4 .15
.
一227

0.296

0.396

0255

0.319

0.369

0.275

0.272

0.427

0.245

0.053

0.068

0.025

0.055

0.064

0.031

0.050

0.072

0.021

一2 .43

-254

-0 .67

一2 .84

.一1.86

-0 .94

一2 .04

-3 。33

-0 ,51

0.2900.0401,423

0.3020.038750

0」2豆0.0051,677

0.3290.048

・0.2340。023

0.1410.006

0.2530,032

0.3800,062

0.1100.004

669

344

735

754

406

942

注)回 帰 係 数 は,{2001,.女 子,中 等 後}を 除 い て,危 険 率5%で 有 意 。

出・所)Corak,etaL,2003,table6

か りを得 る ため に,つ ぎにわれ わ れの デ ー タに対 して核型 回帰(kemelregression)を 当て はめ10),所 得 水

準 ご とに大学就 学 の確 率 が ど う変化 す るか を調べ て み よ う。核 型 回帰 は ノ ンパ ラ メ トリ ック回帰分 析 の手

法の1つ で,し ば しば分 布の 様子 を平滑 グラ フで捉 え るの に利 用 され てい る。 図1が,代 表 的 な方法 で あ る

Nadaraya-Watsonの 推計 を われ わ れの デ ー タ に適 用 した もので,各 々の グ ラ フは予 測 所得 の 各水 準 におい

て推 定 され た 大 学 就学 の確 率 を表 してい る。 上 の 図 は1975SSMと1985SSMの デ ー タの様 子,下 の図 は
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1995SSMと2000JGSSの デ ー タの様 子 を対比 した もので あ る.。いず れ も所得 分布 の両端5%を 落 と し,中 央

の90%の 動 向の み を図 示 して い る。 こ う した視 覚 的 な ア プロ ーチ は所 得5分 位 を用 い た従 来 の 「学生 生 活

調査 」 デ ー タの分析 に近 い とい える だう う。

グラ フを一 瞥 して分 か るの は,1985年 まで の パ ター ン と1995年 以 降の パ ター ンが か な り異 なって い る点

で あ る。 まず1975男 子 と1985男 子 の グ ラ フは形状 が よ く似 てお り,ど ち ら もあ る程 度の 所得 水準 に達す る

と グラ フの勾 配が 大 き くな る様 子 が捉 え られて い る。そ の ポ イ ン トを過 ぎる と,親 の所 得 に よ り進 学傾 向

が 加速 される と考 え れば よい だ ろ う。1975年 と1985年 の違 いは全 体 の所得 水 準 にあ り,そ れ が上 昇 す る こ

とに よっ て大学 就学 率 が一 様 に高 まった と解釈 す る こ とが で きる。1985女 子 の グ ラ フも形状 は男 子 と似 て

い る。全 体 の水 準 が低 い のは,女 子 の場 合は高 所得 層 を除い て 四年 制大 学 に進学 す る こ とが 少 ない か らで

あ り,短 大 に焦 点 を当て て同 じグ ラフ を描 い て みれ ば,ど の 所得 層 で も男子 とほぼ 同 じ水準 にな る こ とが

確認 され て吟 る。
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図1.親 の所毎 水 準 と大学就 学 率の 関係 につ い ての核 型 回帰 に よる推定
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他方,1995年 の 様子 はそれ まで の もの と大 き く異 な って いる。 と くに所得 分 布の 上方 で男 子 の就 学率 が

低 下 し,グ ラフの 勾配 が全 体 に緩 や か とな って いる。1980年 代 末 か ら1990年 代 の前 半 にか けて 大学教 育 の

機 会格 差が 縮小 して い る と した ら,そ れ はお そ ら く所 得 上位層 の進学 行動 に原 因が 求 め られ るだ ろ う。 そ

して,状 況 が進 み2000年 の グラ フに な る と所得 上 位層 の勾 配 は 回復 し,下 位層 と上位 層 の差 が再 び大 き く

なっ てい る。 また以前 にはみ られ な か ったパ ター ン と して,所 得 下位 層 で男 女 の就学 確 率 の逆転 が現 れて

い る。 サ ンプル数 が少 ないの で誤 差が 拡大 され てい る可 能性 もある が,こ れ らのパ ター ンには 有意味 な変

化 が隠 され て い る とみ な して,さ らに検 討 を進 め る こ とに しよ う。

4.3階 層 と ジ ェ ン ダ ー

1つ の可 能 な解釈 は 階層 要 因 とジ ェ ンダー要 因 の相 互作 用で あ る。 表2で 男子 の大学 教 育投 資 の内部 収益

率 が安 定 して いた こ と を示 したが,女 子の 大学 教 育 も同様 で あ り,過 去 四半世 紀 を通 じて男 子 よ りも高 い

水準 にあ った と され る(矢 野2001b,荒 井2002)。 そ の状 況 は女子 の 進学 を経 済 的 な面 か ら動 機づ け,彼 女

た ちの 職場 進 出 を促 し,教 育制 度 の なか の 量的f質 的 な男女 差 を解 消 す る方 向 に作 用 して きた。 しか し,

男 女差 はそ の よ うに縮小 して きた もの の階 層差 の 方 はそ うで は ない。 そ こで 女子 の進 学 率が 高 ま って くる

と,一 定の キ ャパ シテ ィの なかで豊 か な階 層 出身Q女 子 が競 争条 件 に劣 る他 の 階層 出 身者 と競 合 す る とい

う事 態 が生 じて くる(ShavitandBbssfddl996)。 上 の グ ラフの パ ター ン も,お そ ら くその よ うな観点 か ら

解釈 が 可能 だ ろ う。

それ を確 認 す る ため の資 料 と して,「 学校 基 本調 査 報告 」 か ら男 女 の大 学 合格 率(現 役 大学 入学 者/現

役 高卒 志願 者)と 大 学 入学 率(大 学 入学 者/現 役 高卒 者)を 求 め てみ た のが 図2で あ る。 わ れわ れの 若年

サ ンプルの 年齢 が20～25才 で あ るの を考慮 して,こ こで は3つ の時 点 につ い て,そ れぞ れ過去5年 間 の動 向

を平均 して い る。 これ をみ る と1995年 の前 と後 で それ ぞれ特 徴 的 な変化 が起 こっ てい た こ とが分 か る。

まず,1985年 か ら1995年 にか けての 変化 は女 子 の高 等教 育進 学 の増 加 であ る。 そ の影響 に よ り男子 の現

役 合格 率が 低下 し,男 子 は浪 人 を含 め て も大学 入 学率 の シ ェア を拡大 す る こ とが で きなか った。 この時点

で,所 得 上位 層 の 女子 進学 者 と競 合 してい た の は,同 じ所 得上 位層 に位置 す る男 子大 学進 学 志望 者 だ った

(おそ ら く成績 限 界層 で あ ろ う)。 図 韮の1995年 で,男 子 の グ ラフ の勾 配が 低 下 した の は,そ う した事 情 に

よる と推 測 で きる 。

そ して,1995年 か ら2000年 にか け ての 目立 っ た変化 は,合 務率 ・入学率 の全 般 的 な上昇 と,女 子 にお け

る短大 か ら四年 制 大学 への 進学 先 の シ フ トで あ る。 こ こにお いて 短大 か ら四 年制 大学 へ と進路 を変 え たの

は,大 部分 が 中位 か ら下位 の所 得 層 出 身者 た ちであ っ たω。そ の競 合 相手 は,今 度 は下位 所得 層 の 出 身者

た ちで あ る。 そ の よ うにみ る と,図1の2000年 で 男女 の 就学 確率 が 逆 転 して い るの も理 解 で きる。上 位層

におい て は,同 年齢 入 口の 減少 に起 因 す るキ ャパ シ テ ィの 回復 に よって前 期 に はな か った合 格率 が確 保 さ

れ たの であ る。

0.8

0.6

0.4

02

0

4 一●一 大学合格 率(女 現役)

一← 大学合格率(男現役)

.====ニ ィ で.一 大学聯 ・職

x-x X

+大 学入学率(女現浪)

→ く一 短大入学 率(女 現浪)

1985 1995 2000

図2.5年 間 の累積 によ る進学 動 向の比 較
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この ように,教 育 界 にお け るジ ェ ン ダー ・トラ ックが薄 れ,男 女 の競 合 が進 む につ れて大 学就 学 機会 に

は複雑 な メカニ ズ ムが働 くように な ってい る。1985年 か ら1995年 にか けて機 会 の平 等化 が進 んだ か といえ

ば,現 象 と して は その通 りだが 階層 システ ムの特 徴 と して そ う した平等 化 が進 ん だわ けで は ない。 ジ ェ ン

ダー要 因が 階層 要 因の影 響 を歪 め てい たの であ る。 また,1995年 か ら2000年 にか けて不 平等 化 が進 ん だか

とい え ば,こ こで も表面 的 に はその通 りだ が階層 シス テム の特徴 としてそ の よ うな揺 り戻 しが起 こっ たわ

けで は ない。 ジェ ン ダー要 因が 階層 要 因の影 響 を歪 め る こ とで,今 度 は一方 の性 にお ける格 差状 況 が強 調

された ので あ る。 そ う して男 子 だ けをみ る と就学 確 率が 所得 水準 の全域 で単 調 に変 化す る結 果 どな り,こ

れ まで よ り も格差 の見 えやす い状 況が 生 み出 され たの で あ る。

なお,2000年 以 降 の低 所得 層 の 回復 傾 向 は こ こで は捉 え られて い ない 。 それ につい て は,第6回 のSSM

調 査 が2005年 に予 定 されて い るので,そ の デ ー タに対 して本 稿 と まっ た く同 じ分 析 を 当て はめ て検討 す る

こ とが で きるだ ろ う。

5ま とめと議諭

本稿 で は,「 学 生 生 活調 査」 か ら把 握 され た大学 教 育 機会 の トレン ドが 別 の調 査 デ ー タに よ って ど こ ま

で 支持 され る か を検討 して きた。 具 体 的 にはSSM調 査 とJGSS調 査 の所得 デ ー タに注 目 し,中 高年 サ ンプ

ルの所 得状 況 か ら若年 サ ンプルの 親 の所 得 を間接 的 に推計 す る方 法 を用 い て,各 調査 時 点で の親 の予 測所

得 と子 の教 育 達成 の関 連 につ い て吟味 した。 その 結果,そ う した間接 的 な方 法が と くに問題 の ない 一貫 し

た推 計 を もた らす こ と,ま た そ こで把 握 され た結 果が これ まで の トレン ド理 解 とも一 致 す る ことが確 認 で

きた。 さ らに,所 得 水 準 ご との大 学就 学 の確 率 を グラ フで表 わす こ とに よ り,近 年 に なる ほ ど男 女 間の競

合 が進 み,そ れが所 得 階層 の影 響 を歪 め てい る可能 性 のあ る こ とが 示 され た。

とこ ろでCorakら は,カ ナ ダ にお いて大 学教 育の 機 会格 差 が縮小 したの は1990年 代 に入 って か ら学 生 ロ

ー ンが 飛躍 的 に増 大 した こ と と
,費 用 面 の圧迫 を強 く受 けて いた 中所 得層 の子 弟 が大 学 よ りも授 業料 の安

い コ ミュ ニテ ィ ・カ レッジ に進路 を変 えた こ とが 主 な原 因で あ る と指摘 して い る。 同様 の視点 で 日本 の現

状 を眺 め た と き,学 生 ロー ンにつ いて は カナ ダと同 じこ とが 言 えるか も しれ ない 。実 際,「 学 生生 活調 査」

に よる と低 所 得層 の状 況 は最 近 に なっ て少 しだけ盛 り返 してい る(付 録)。 古 田(2004)は,そ の原 因 を

探 求すべ く奨学 金 の受給 状 況 を分析 し,1999年 以 降,と りわ け低 所得層 出身層 で 受給 者 と受給 額 が急 増 し

た と報告 して いる。

しか し,最 近 の機 会 格差 の縮小 が 学生 ロー ンに よって もた らされて い る とす るな ら,現 在 の傾 向が この

ま ま続 い てい く保証 は な い。借 金返 済 の困難 さが 際立 っ て くれ ば,や が ては後 進 の進 学 に必 ず 影響 を及 ぼ

す ように なる か らであ る。 学生 ロー ンを 中心 と した奨 学金 政 策が機 会 格差 の拡 大 を防 ぐ有 効 な手段 と して

あ り続 け るの は,大 学教 育 の収益 率 が 高水準 に保 たれ て借 金 の負担 感 が軽 減 され るか(1990年 代 の アメ リ

カや イギ リスの高 等教 育事 情 にあ て は まる),あ るい は教 育 費 の負担 を親 で はな く明確 に学 生本 人 に負 わ

せ,卒 業 後 の収 入状 況 に応 じて返還 す る仕 組 み を積 極 的 に導 入 した場 合 に限 られ るだ ろ う(オLス トラ リ

ア のHECSに 代 表 され る)。 い ずれ にせ よ,今 後の 機会 格差 の動 向 は教 育界 の み な らず 労働 市場 の見 通 しに

依存 してい る と予 想 され る。

他 方,Corakら が指摘 す る コ ミュニ テ ィ ・カ レッ ジへ の代 替 進学 は 日本 には 当 て は ま らな い。1990年 代

後半 か ら短 大や 専修 学校 の 進学 は減 少気 味 で,ま す ます四 年制 大学 が 選択 されて い るか らで ある 。教育 投

資 の内部 収益 率 の計 算 で も短 大 は長期 低 落傾 向 にあ るの で.(矢 野2001,荒 井2002),こ の変 化 は合 理 的 な

もの とい える。 た だ し,同 じ四 年制 大学 で も本 人 の成績 や志望 を二 の次 に して,費 用負 担 の少 な い地元 の

進 学 先 が選 ば れて い る可 能性 は あ る。 「家計 調査 」 に よる 自宅 通学 生 の動 向(図A4)に,そ う した動 きを

読 み 取 る こ とが で きる。 また,大 学 に進 学 してか らも,ア ルバ イ ト時 間 を増 や して生活 費 を工 面 する,衣

食住 の経 費 を極 限 まで切 り詰 め る な どの現実 が あ り得 るの で,学 生 や 親の行 動 に もっ と注 意 を向 ける必 要

があ る。 さ らに,生 活難 や学 業上 の 困難 か ら中途退 学 に陥 っ た り,借 金 を回避 す るた め に最 初 か ら進学 し

な い とい った ケー ス もな いで は ない(Callender2003)。 利 用 で きる統計 か ら全体 の 傾向 を定 期的 に把 握 す
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る とと もに,親 や子 の 実際 の選択 行 動 を注 意深 く観察 して い く必 要が あ るだ ろ う。

これ らの 問題 と並 行 して,所 得 階層 によ る格差 を どう解 釈 した ら よい か とい う教育 社 会学 の古 典的 な問

題 も教 育機 会 の重 要 な論 点 を構 成 して い る。 つ ま り,こ こで捉 え られた ような格 差が 本 当 に費用 負担 の 困

難 さを意 味 してい るの か,そ れ と も当 面の 費用 負担 とは関 係 な い個 々人 の能 力や 意欲 の違 い を表 してい る

の か とい う問題 で ある 。格差 の メカニ ズ ムが どの ような もの であ る か によ って政 策的 含意 も,当 然,違 っ

て くる。 前者 の 見方 に立 て ば授 業料 の徴 収 や 当座 の資 金援 助 ρ方 法が 議論 の 焦点 となる し,後 者 の見 方が

正 しけれ ば低 所得 層 の 出身者 に対 して長期 的 な視 野 に たっ た学業 支援 が必 要 とな る。

これ につ いて は,米 国の経 済 学者 た ちの 間 に興味 深 い意 見 の対 立が あ る。 一方 に は,授 業料 の 値上 げや

大学 までの地 理 的 な距離 で 進学行 動 が左 右 される の だか ら,家 計所 得 に よる進 学 率の 格差 は市 場 を通 じた

資 金 調達 の不 完 全 さを証 拠 立 てる もの だ との見 方 があ り(Kane2001),他 方 には,出 身 に よる進学 率 の違

い は資 金 上 の制 約で は な く本 人の能 力 や意欲 を反映 した もの で,家 庭 や地域 にお け る長年 の社 会化 の結 果

を表 してい る とす る見 方 が あ る(Heckman2000,CamenoandHeckman2002)。 教 育費 用の 上昇 と大 学教 育

機 会 とい う文 脈 の なか で,環 境 の制 約 か,個 人 の選択 か とい う教 育 社 会学 の古 典 的 な問題 が顕 在化 してい

る と言 える。 少 な くと も,そ う した論 争 の意 義 を認 め る な ら,教 育 費 の高騰 に よ り低所 得層 の出 身者が 大

学 の 門前 で締 め 出 され てい る とい う単純 な イ メー ジで この 間 の変化 を片付 け る こ とは で きな いだ ろ う。教

育機 会 に関す る議 論 の広 が りと と もに,実 証研 究 の機 運 が さ らに高 まる こと を期 待 した い。

最 後 に,方 法 的 な観 点 か らも本 稿 で行 っ た分析 の意 義 を強 調 して お こ う。

本 稿 と同様 にSSM調 査 やJGSS調 査 を用 い て教 育 達 成 を検 討 した例 は これ まで に も多 数存 在 して い る。

そ こで は,親 の教 育 や職 業 か ら出 身階層 が 区別 され,そ れ と子 の教 育達 成 との関連 が繰 り返 し吟味 されて

きた。 そ う した検 討が 幅 広 い年齢 層 の 回顧 デ ー タに基 づ い て な されて い る と して も,全 体社 会 の静 態的 な

構 造 に照準 が 合 わ されて い る以上,さ ほ どの不都 合 は なか っ た。 だが,そ う した巨 視 的(あ るい は脱 時 間

的)な 関 心 で はな く,も う少 し短 い タ イム ・スパ ンで現 象 の動 きや変 化 を捉 え よ うとす る と,従 来 の検 討

方 法 には 明 らか に無理 が あ り隔靴 掻痒 の感 を否 め ない。 わ れわ れが注 目す る 目の前 の現 実 と掌 中 にあ る確

か な デー タとの間 に埋 め が たい ギ ャ ップがあ る の を意識 せ ざるを えな いの であ る。 本稿 の分 析 は,同 じデ

ー タを扱 いな が ら
,説 明 変数 を教 育や 職 業の伝 統 的 な階層 変 数 で はな く所得 フロ ーに求 め た こ とで,こ の

ギ ャ ップ をい くらか縮 め るの に成功 した とい え る。既 存 調査 デ ー タの こ う した利 用法 は,教 育達 成 の問 題

に限 らず もっ と広 く研 究 され るべ きだ ろ う。

もちろ ん,こ こでの 分析 には注 意す べ き点 がた くさんあ る。 まず,サ ンプル数 の小 さい こ とが 最大 の難

点 とい える。 と くに調査 時 点 で の時代 性 をす くい 取 ろ う とす る と若年層 の年 齢 幅 を狭 くと ら ざる を得 ず,

結 果的 に小 さなサ ンプル となっ て しま う。そ こに,若 年層 にお け る回収 率 の低 さが 何 らか のバ イ アス を持

ち込 んで いる 可能性 が あ る。 また,異 なる調 査 デ ー タの 比較 可能 性 や 中高年 サ ンプル と若年 サ ンプルの 対

応 づ けに も重大 な問題 が 隠 されて い るか も しれ ない。 そ れ らの疑 問 は,同 じ分析 を さま ざま なテ ーマ に適

用 す る ことか ら経験 的 に判 断 して い く しか ない。 そ の意味 で もデ ー タの 共有 化 を進 め,具 体 的 な分析 を通

して他 の分野 の研 究 者 とも広 く交流 してい くこ とが 望 まれる。

付録 所得5分 位による大学就学率格差の推計

家 庭 の経済 状 態 と大学 就 学 の関係 につ いて長 期 の傾 向 を把握 しよ うとす る場合,わ が 国で は一 般 に 「学

生生 活調 査」(文 部 科学 省)と 「家計 調 査」(総 務省)が 資 料 と して用 い られ て い る。 前 者 は文部 科学 省 が

隔年 に行 って い る もの で,毎 回,所 得5分 位 に よる学 生構 成比 が 公 表 され てい る。 図Alが,そ れ を グ ラフ

に した もの であ る。

文 部 科学 省 は,大 学生 の 親 の年 齢 を45～54才 と想定 し,そ の 年齢 層 の所 得 を5等 分す る区切 りを同 じ年
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度 の 「家 計調 査 」 か ら求 め,そ の区 分点

を学 生 の 出身家 庭 の所 得 に当 て はめ て所

得 層 ご との シ ェ ア を推 計 して い る。 世帯

を5等 分 して い る ので,就 学 機 会 が平 等

な ら学 生 の 方 も同 じ階級 区分 で5つ の層

に均 等 に分か れ る と期 待 され る。つ ま り,

各 々の所 得 階層 が20%ず つの シェ アを も

つ状 態で あ る。 実 際 の グラ フは,そ う し

た期 待 に反 し0.2の 水準 か ら大 な り小 な

り離 れ てい る。 た だ し,高 所得 層 ほ どシ

ェ アが大 きい とい う常 識 的 な解 釈 が通 用

す るの は1970年 代 まで で,と くに1990年

代 以 降 とな る と傾 向 は混 乱 して いる 。

混 乱 の原 因 は,お そ ら く大 学生 の 親の

年齢層 を45～54才 と限 定 して い る点 に あ

る。 短期 の傾 向 を把 握 す る な らそ れ で も

よい が,長 期 の傾 向 に関 して はそ の 限定

が微 妙 な影 響 を もた らす こ とが あ り得

る。 実際,そ の年齢 層 の所 得 が(年 功 制
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0
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図Al文 部科学省の直接的な推計
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の定欝 によ。て)相 対的に高 ぐなれば,轟 を,等分する金額も撚 的に高くなる.そ の区分が大牲

の親 の所 得 に適 用 され たな ら,低 所得 層 の 出身 者が 前 よ りも多 く括 りだ され る こ とにな るだ ろ う。 デー タ

の誤差 で ない とす れ ば,そ の ような系 統 的バ イァ ス の存 在が考 え られ る。

そ こで,こ こでは 大学 生の 親 の年齢 を40～59才 と文部 科学 省 の もの よ りも広 め に設定 し,推 計 の改 善 を

図 って み よ う。た だ し,そ の ま まで は大学 生 を もたな い家 庭 が大 量 に紛 れ て しま うので,5才 刻み で適 当

な ウ ェイ トを与 え る こと にす る。そ の ウ ェイ トは,た とえば20年 前 の 「人 ロ動 態統 計」 か ら引 き出 して く

る こ とが で きる。期 間中 のすべ ての年 度 を一律 に扱 うな ら,出 生時 の 父親 の年 齢 階級120-24才,25-29才,

30-34才,35-39才}に 対 して,12,4,3,1}の ウェ イ トを与 え るのが 適 当 であ ろ う。 「家計 調査 」 か ら基

準 とな る世帯 分布 を取 り出す と きに この ウェ イ トを適用 す れ ば,大 学生 の 実際 の親 の 年齢構 成 にか な り近

い分 布が得 られ る と期 待 で きる。

た だ し,「 家計 調査 」 で公 表 され てい る5分 位 は全 世帯 につい て の もので あ るの で,上 で 取 り出 した ウェ

イ トつ きの分 布 は等分 とは な らない 。40～59才 に焦 点 を当 て てい るの で,当 然,高 所得 層 に偏 っ た分 布 と

な る。 この問 題 を解 決す る にはJamesandBenjamin(1988)の 調 整 が簡 便 であ る。 そ こで は,全 世帯 を5等

分 す る所得 区 分 で と りあ えず40～59才 の ウェ イ トつ き世 帯分 布 と大 学生 の分 布 を求 め てお き,そ う した後

に世 帯 を5等 分 に戻 す の に必 要 となる 移動 量 を求 め,隣 り合 うカテ ゴ リー 間の 世帯 移動 に合 わ せ て,大 学

生 の分 布 も比例 配 分 で動 かす とい う手 続 きが取 られ る。

つ ぎの 図A2,図A3が,こ の方 法 に よる推計 結 果 を グラ フに した もの であ る。文 部 科学省 の推計(図A1)

と比 べ て改善 の 効果 は明 らか だ ろ う。図A3は 移動 平均(3年)で 均 しを行 った もの であ るが,こ の程度 の

期 間 であ る と長期 傾 向が か な りもっ とも ら しく把握 で きるの が分 か る。

他 方,「 家 計 調査 」 に も世 帯構 成 に関す る情 報 が あ り,学 校 種 別 ご との在 学 生が 集計 され て い る。 同居

に限 られ る ので,大 学 生 の場 合 は 自宅 通 学 生 とい うこ と にな る。 図A4は,上 と同 じ方 法 を 「家 計 調査 」

の 自宅通 学生 に適 用 した場 合 で あ る(こ こで は毎 年 の調 査 で あ る こ とを考慮 して5年 の移 動 平均 を求 め て

い る)。

高所 得層 と低 所 得層 の シ ェ アの格 差が 「学 生 生活 調査 」 よ りも大 き くなっ てい るの は,自 宅 通学 生 とい

う こ とか ら都 市部 の様 子 が強 調 され て い るため であ る。 地方 出 身 の都市 遊学 層 は こ こに は カウ ン トされ て

い ない。 よって,所 得 水準 に地域 差 があ れ ば中位 か ら下 位 の所 得層 で 自宅生 の相対 的 な比 重が 低 下す る と

い う ことが起 こ り得 る。1980年 代 か ら1990年 代前 半 にか けて,「 学生 生 活調 査」 で 第15分 位 が や や高 目の
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図A4自 宅通学生のシェアの推移

水準 とな ってい る のは,そ う した地 方 か らの遊 学層 の増 加 を表 してい る と解釈 で きる。1990年 代 の後半 に

な る と,都 市遊 学 が 減 り 「学生 生 活調 査」 で は シェ アが減 少 してい る。 反対 に,「 家計 調 査 」 の 自宅通 学

生 では低 所得 層 の地 元進 学が 少 し増 え,高 所 得層 の シェ アを減 ら してい る。その よ うに対 応 させ てみれ ば,

2つ の資 料 か ら導 か れた結 果 はか な り整合 的 で ある こ とが 分 か る。

最後 に,男 女 の違 い も見 て お くこ とに し よう。 「学生 生 活調 査 」 で は,学 校 設 置者 別 に男 女 の集計 を行

ってい るの で,こ こで は私 立大 学 の動 向の み を取 り出 してい る(割 合 が大 きいの で,こ こで の動 きが 全体

の傾 向 を決 め る こ とに な る)。 また,全 体 の 場 合 と同 じ く,会 年 の移 動平 均 を求め て い る。 グ ラ フか らは,

出 身家庭 に よる就学 率 の格差 が 男子 よ りも女子 で 大 きい こ と,女 子 の 大学 進学 が 普及 す る につ れ て格差 が

少 しず つ縮 小 してい る とは い え,現 在 で も四半 世紀 前 の男 子 の様 子 とほ ぼ同 じ水 準 に あ るこ とが わか る 。

そ して,11990年 代 以 降,低 所 得層 の状 態 が悪 化 して い るの は男子 と同 じであ る。

「
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以 上,大 学 生 の親 の年齢 層 を考 慮す れ ば,長 期 の傾 向 はず っ と ク りアに描 くこ とが で きる。 そ れ に もと

つ くな ら,高 度成 長期 以 降 は全体 と して格 差 縮小 の方 向 で進 んで きた とい って よい。`ただ し,1990年 代 に

な る と低 所得 層 の状況 は悪 化 してい る。 デ ー タの 誤差 とい う可能 性 もあ るが,こ こで の よ うに均 しを行 っ

て も特 異 な傾向 が 残 る よ うで あ れば,や は りそ こ には何 らか の意 味 のあ る変 化が 存在 して い る と読 むべ き

だ ろ う。 もちろ ん,そ の見 極 め は これ らの統計 情 報 だけ で は不十 分で あ り,本 論 で行 っ た よう に別の資 料

を補 強材料 と して探 索 してい く必 要が あ る。
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図A5私 立大学男子の動向 図A6私 立大学女子の動向

付 記

SSM調 査 デ ー タの利 用 に関 して1995SSM研 究会 の許 可 を得 てい る。 また,こ の研 究 のた め に東 京 大学 社

会 科 学研 究 所 附 属 日本社 会研 究 情 報 セ ン ターSSJデ ー タア ー カ イ ヴか ら 「日本版Genera且SocialSurveys

<JGSS-2000>及 び<JGSS-2001>」(寄 託 者:大 阪商 業 大学 比較 地域 研 究所,東 京 大学 社会 科学 研究 所)の 個

票 デ ー タの提 供 を受 け た。

〈 注>

1)『 学生生活調査報告』及び 『家計調査年報』(総務省)各 年度版 による。前者 は,文 部科学省 高等教育局学生課

の雑誌 『大学 と学生』の臨時増刊号 として刊行 されている。

2)世 代 間所 得 移動 の 分析 にTSIV法 を適 用 した もの に,Dearden,Machin,andReed(1997),Bj6rkbndand

ぬntti(1997),Dunn(20G4)な どが あ る。 また,Grawe(2004)は,Coraketal.(2003)と 同様 に 同一 の調

査 デー タか ら2つ の年 齢層 を取 り出 して適 用 して い る。

3)Coraketa蓋.(2003)は,Moffitt(1999)を 援 用 して,予 測 値が04を 越 える心 配 は な く,構 造 パ ラ メー タ

よ りも全 体 の関 連 に関 心が あ り,問 題 とな ってい る確 率 が分 布 の 中央で は な く裾 野 の方 にあ るので 非

線 形 との ズ レを気 に しな くて よい,と い った理 由 を挙 げ て線 形 確率 モ デ ルの使 用 を正当 化 して いる 。

4)操 作 変数 に よるパ ラ メー タ推 定 は,2段 階最 小2乗 法 に よる推 定 と一致 す る(ウ ォナコ ッ ト/ウ ォナ コ

ッ ト1975,316-321頁)。 教 育 に関連 して操 作変 数 が用 い られ るの は,所 得 を 目的変 数 と して学校 教 育

の効 果 を推 定 す る とい う場 合 が多 いが,DeeandEvans(2003)やMorgan(2004)な ど,教 育達 成 を 目的

変数 と した分析 例 も少 なか らず あ る。

5)説 明 変数 に対 象 者 の年齢 を含 めな か った のは,す べ ての 年度 の調 査 に父 親の 「生 年」 が あ るわ けで は

な く,第2段 階 の推 定 に役 立 た ない か らで あ る。 しか し,年 齢 幅 を限 定 してい るの で,「 年 齢 」 及 び

「年齢2乗 」 を変数 に加 え た と して も説 明 力 は あ ま り変 わ らない 。 「労働 経 験 年数 」 を区別 して,SSM
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調 査 デー タにMincerモ デ ル を適用 した例 と して,矢 野 ・島(2000)が あ る。

6)OECDの 報 告(2002)に よる と,1999-2000年 時 点 の.高等 教 育 の内部 収益 率 は.i日 本の 場合,男 女 と も

7%前 後で,他 のOECD諸 国 よ り も低 い。教 育 機会 に対 す る関 心が 非常 に高 い英米 の場 合 は,男 女 とも.

15%前 後 で,日 本 の お よそ2倍 の大 き さとな って い る。
メ　

7)追.加 変 数 ρ検 定 か ら..M、 と珂,を比 較 した と.きのP値 は6・0とな り1%水 準 で 有意 で ある。

8)ISEIは,OECDの 学 力 調査PISAに も使 用 され てい る(OECD,2003)。 た だ.し,日 本 の デ ー タで は親 の

職 業 に不 明ケ ー スが 多い た め に適用 されて い ない 。 日本 の教 育界 にお ける階 層 問題 に対 す る関心 の 程

度 を象徴 す る1つ めエ ピソー ドとい え る。

9)SSM調 査 に よる 韮975年版 及 び1995年 版職 業 威信 ス コ アにつ い ては,都 築(1998)を 参照 。

lo)ウ.イ.ン ドウ幅 を一律 にO.22と して,.Nadar議ya-wats6nkernelregressionを 当 ては めた 。.大学 就 学率 に つい

て同様 の分 析 を行 って い る もの にBlandenandMachin.(2004)が あ る 。 方法 の 詳 細 は, .Blundel且and

Duncan(1998)を 参 照 の こ と。

1'1)「家 計調 査 」 の デ ー タか ち 自.宅通 学 生 の動 向 を検 討 して み る と,!ggO年 代 の 中頃 か ら下 位所 得層 で中

等教 育 後 の進 学先 が 短大 や専 修 学校 か ら四年制 大学 に シフ トしてい るの が明 らか とな る。勤 労 者世 帯

の自宅通 学 生 で 四年 制大 学 に通 う者.の割 合 をみて み る と,所 得 上位40%層 で は1995年 か ら2002年 の期

間 に高 々6%増 に と どまる.が,所 得 下位40%層 で は同 じ期 間 に21%も 増 え てい る。.
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ParentallncomeandAccesstoHighefEducation:

ExamihingtheTrendandRecentCh段nges

KONDOHiroyuki

Inadvancedindustrialsocieties,tUitionf¢eofhighereducationhasgraduallyincrβasedbecauseofthe

tighteningfinancialresouセcesresultingfromthegrowthofuniversltypopulation.Theexpenditureinhigher

educationbombyparents,inc且udingtuitionandliv.ingcosts,hasrisenatthepaceexceedingtherateofgrowthin

familyincome.However,`CollegeandUniversityS加dentLifbSurveys,conducted.everytwoyearsbythe

MlnistryofEducatiQnshowthataccesstouniversityhasnαchangedtowaKIwidenlnginequalitiesinJapan.Inthls

paper,theauthorexaminedwhetherthaurendissupportedornotbyanotherdaξaset;SSMandJGSSdatawereus今d

角 ・thi・aim.Thean・1y・issim蓋1・ ・tbth・`tw・ 一・御P1年ih・t則m・nt・1van・b1・ ・'m・{h・dw・ ・apPli・dt・ 血 ・・ed・t・,

whereatflrstparentalincomesofyoungeragedsampleswereestimatedindirect且yf「omincomesofadvancedaged

samplesby.uti且izingtheireduca⑳nandoccupationasmediatingvariables,and.sgcondlytheeducational且ttainment

ofyoungeragedsampleswasexaminedwithsuchestimatedi耳come$fbrtheirparents,Thisindirectanalysisof

relationshipbetweenparentalincomサandaccesstohigherと"ucationconfi㎜edtherece飢trendofunexpected

equality,andrevealedthemechanismofinterplaybetweenclassandgenderthatsuppressedandconc6aledthe.

inequalitybroughtaboutbythehseofeducationalcosts,.


